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研究成果の概要（和文）：　途上国における自然災害による農業生産の被害を軽減するために，地域資源を再考するこ
とを通じて新しい開発援助の在り方についてミクロ，マクロの双方の視点から研究を行った。フィールド調査，アンケ
ート調査，GIS分析を通じて研究を実施し，住民目線では災害に対する正しい認識の欠如，行政の支援とニーズの不一
致などが主たる課題として挙げられ，都市部では経済的な発展度合いによる災害への適切な対応が必要不可欠であるこ
とが定量的に明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study tried to find the new development assistance way through reassessing 
regional resources and maximum utilization of them to mitigate the damages in agricultural sector by 
natural disasters in developing countries. Main issues detected by field survey, questionnaire survey and 
GIS analysis were lack of understanding the knowledge toward natural disasters among residents, and gaps 
between residents’ needs and administrative supports in micro level. In macro level, it was clarified 
that appropriate administrative supports were absolutely imperative based on the economic development 
stage in each of region.
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１． 研究開始当初の背景 
 
世界的にも気候変動による農業被害が多

く観測されており，これらは発展途上国にお
いて顕著である。一方，先進国では，河川整
備・道路の舗装・ダム建設など気候変動，お
よびこれに伴う災害に対するハード面での
備えが既にある程度整えられているが，資金
的な余裕のない途上国の国々では，経済発展
に重きを置く傾向が強く，こうした面への資
金配分は少なくなる傾向がある。アジアの発
展途上国では，各地で急速な都市化が進行し，
反面災害に対するリスクを軽減するための
措置は，一部の都市域を除き十分ではない。
特に農業部門での自然災害による被害は，長
期間，住民を危機的な状況まで追い詰めるこ
ともある。こうした背景の中，災害に対する
備えを空間的にどのように優先順位をつけ，
インフラ整備に極端に依存せず如何に資金
効率の高い措置を講じるかを明確にするこ
とが切実に求められている。 
研究開始当時の世界的な研究の趨勢をみ

ると，上述の要請に比例して自然環境の変化
に対するレジリアンス向上に関する研究に
注目が集まっている。科学研究の国際的組織
START（地球変動に関する分析・研究・研修
システム）は，IGBP（地球圏・生物圏国際
共同研究計画）や IHDP（地球環境変化の人
間的側面に関する国際研究計画）等の後援を
受け，途上国の地球環境の変化に対する自然
環境のレジリアンスを科学的に検証する研
究，およびその人的支援や人材育成に取り組
んでいる。ここでは，生物多様性，食物や水
の供給，都市化・経済成長と生態系，そして
農業への影響といった多様なテーマで研究
が行われており，科学的検証に基づく結果を
政策立案者に提供することを最終的な目的
としている。 

しかしながら多くの途上国の政府の関心
は都市集中型の成長に依存した国家の経済
発展にあり，上述の課題を解決するための
様々な空間スケールでの詳細な研究，問題解
決型のアプローチが必要となっている。 

 
２．研究の目的 
 
以上の背景から，以下の 3 点を明らかにす

ることを目的とする 
 

（１）農業生産システムの現況把握と地域資
源の最適利用案の提示 

農業生産システム，および農地・農業従事
者構成・自然災害の現況，居住地の変遷等の
状況を位置情報と共に現地で聞き取り，GIS 
データとして一元管理して現況を把握する。
また，地域資源の利用状況の把握と共に，地
域資源を考慮した各土地利用の適地評価を
行う。実際の土地利用との乖離を基に，空間
配置に着目した地域資源の最適利用に関す
る提言を行う。 

 
（２）空間データマイニングによる地域特性

の把握と災害レジリアンスの評価 
上記 A の空間データを用いて，データマイ

ニング（一般に，データベースから隠れたデ
ータの法則性や有用な情報を抽出すること）
を行い，人的資源の分散や農地集積の状況な
ど地域資源各項目の現状の分布の特徴を捉
える。さらに，その結果から地域特性をまと
めた上で災害レジリアンス評価を定量的に
行い，これを地図化する。 

 
（３）地域資源を考慮した災害に強い地域づ

くりの提案 
空間的な関係を考慮した空間モデルを適

用することが肝要であるとの知見の元，最新
の数学モデリング手法と GIS の空間分析機
能を用いることによって地域資源を考慮し
た災害に強い地域づくりを具体的に提案す
る。 

 
３．研究の方法 
 
研究対象地域として，インド，タミルナド

ゥ州および，インドネシア，ジャカルタ大都
市圏を選択した。前者はフィールドワークを
主たる活動としたミクロレベルな視点から
の災害対応と農業生産システムの精査を行
い，後者は衛星画像や既存の空間データを活
用した空間モデリングを援用しながら，マク
ロレベルな視点からの災害状況の空間分布
の検証および対応策の検討を行った。 
タミルナドゥ州のカダロール行政区を構

成する６つの群（Taluk）の災害管理部門の
担当者に対する125項目のアンケート調査を
実施した。また，同地区の６つのコミュニテ
ィにおいて 60 名ずつの住民に対してワーク
ショップを実施し（図１），各コミュニティ
の地理的属性や経済状況を比較検討して回
答結果の相違点を検証した。 

図１ワークショップの様子（2014 年 2 月） 
 
ジャボデタベック都市圏を対象として，急

速な都市拡大とこれに起因する都市環境問
題を整理し，近年になり顕在化している洪水
被害と地すべり被害について各種空間モデ
ルを適用した。さらに，ジャボデタベック都



市圏の急速な都市拡大の状況を衛星画像か
ら抽出した土地利用データを用いて明らか
にした上で，１９９３年から２０１０年にか
けての都市的土地利用の変化を被説明変数
としてＧＷＲを適用し，都市化の要因を検証
した。 

また，社会面，経済面，環境面が相互に良
いバランスを取ること，かつ，それらが空間
的連続性を持つことで都市の持続的な発展
が実現するという論点に基づき，４６の指標
を 用 い て 地 域 的 持 続 性 指 標 （ Local 
Sustainability Index，以下ＬＳＩ）により，
ジャボデタベック都市圏の持続性を評価し
た（図２）。 

図２ LSI による持続性評価 MAP 
 

４．研究成果 
 
ミクロレベルの視点で研究を実施したイ

ンド，タミルナドゥ州の成果は以下のとおり
である。第一に，インド東南部沿岸域の自然
災害に対する脆弱性を指摘し，近年の被害状
況を時系列で追いながら，コミュニティレベ
ルでの課題を抽出した。その上で，十分な防
災教育がなされていないこと，直面している
課題への住民の認識が乏しいこと，災害に対
する経済的備えが薄弱であることをアンケ
ート調査から明らかにし，かつそれに対応す
る具体的な対策を挙げた。第二に，様々な空
間スケールでの災害に関する知見を収集す
ることが肝要との知見から，地方行政レベル，
地区レベル，村レベル，コミュニティレベル，
世帯レベルの５階層でインタビュー，アンケ
ート調査，フォーカスグループディスカッシ
ョン，ワークショップ等を実施して，それぞ
れの空間スケールで認知された課題をまと
め，かつそれらの解決方策について具体的な
提言を行った。また，各行政レベルでの防災
レジリアンスを強化する上で，施策面から住
民の行動に至るまでの具体的情報を導き出
した。第三に，住民の災害に対する正しい知
識の共有や，日常の備えが重要との観点から，
コミュニティレベルでの災害レジリアンス
の向上には，住民を巻き込んだワークショッ
プが効果的であるとした上で，その内容を具
体的にデザインした新しいワークショップ
実施ツールを提唱した。さらには，このツー
ルを対象コミュニティにおいて実施し，その
有効性をアンケート調査から定量的に導き
検証することに成功した。最後に，６つのコ

ミュニティで実施したアンケートにより，沿
岸域と内陸域での住民の災害に対する意識
の違いを明らかにする等，立地条件に沿った
災害対策の多様さの重要性を指摘した。上位
レベルの行政から下りてくる防災施策はロ
ーカルレベルでは地域の実情を必ずしも汲
み取っていないことを示し，様々なステーク
ホルダーを巻き込んだ新しいシステムの構
築を提言した。 
 次に，マクロレベルな視点で実施したイン
ドネシア，ジャカルタ大都市圏での成果は以
下の通りである。 
第一に，インドネシアの都市化と自然災害

に対する脆弱性を指摘し，近年の被害状況を
時系列で追いながら，都市化との関わりを推
定した。その上で，空間モデルを用いてジャ
ボデタベック都市圏における洪水と地すべ
りに脆弱な地域を空間的に抽出し，急速な都
市化は災害に対する備えを軽視する傾向が
あることに警鐘を鳴らし，具体的な対策を提
唱した。第二に，地理的加重回帰分析と局所
空間統計量といった比較的新しい２つの空
間分析手法を都市拡大過程の時系列データ
に実際に適用することで，ジャワ島，および
ジャボデタベック都市圏の都市拡大の変遷
を精緻に追い，社会経済データとの関連を定
式化して，その形成過程と要因を解明した
（図３）。 

図３地理的加重回帰分析の結果 
 
第三に，都市が持続的発展を遂げるために

は，社会面，経済面，環境面といった３要素
からみた発展のバランスとその空間的連続
性が必要であると提示したうえで，それぞれ
の要素に関わる指標を定量的に評価してジ
ャボデタベック都市圏の地域ごとの発展の
持続性を評価した。最後に，地域的な変動を
抽出する地理的加重回帰分析をジャボデタ
ベック都市圏に適用することを通じて，都市
域形成に関して，高速道路等の社会インフラ
の影響が高い地域や，スラム地域が発生しや

 



すい河川周辺の影響が高い地域等の地域ご
とに異なる文脈を定量的に抽出し，ジャボデ
タベック都市圏における適切な土地利用計
画の必要性を指摘した。 
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